
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 23 府 省 庁 名  農林水産省           

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 

特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除（商業・サービス業・

農林水産業活性化税制）の延長（農林水産業関係） 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用期限の２年延長 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

農林漁業者及び中小企業者（農業協同組合等を含む。以下「農林漁業者等」という。）が経営改善設備を

取得した場合の以下の特別償却及び税額の特別控除の選択適用制度を２年延長する。 

 

 

・特例措置の内容 
(1)対象業種：農業、林業、漁業、協同組合等 
(2)対象事業者：青色申告書を提出する農林漁業者等 
(3)対象設備：①建物附属設備（取得価額１台 60万円以上） 

②器具・備品 （取得価額１台 30万円以上） 
(4)特例内容：取得価額の30％の特別償却又は７％の税額控除を選択適用 

 

 

 

関係条文 

 

 措法10の5の3，42の12の3，68の15の4 

 

減収 

見込額 

［初年度］    － （ ▲10,377 ）  ［平年度］    － （ ▲10,377 ） 

［改正増減収額］  －                           （単位：百万円） 
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要望理由 

（１）政策目的 

 

平成 27年 10月に予定されている消費税の引上げに伴う駆け込み需要やその反動等による経営への悪影響

を最小限に抑え、地域経済において基礎的かつ重要な役割を担っている農林漁業者等の経営の安定と活性化

を図る。 

 

 

（２）施策の必要性 

 

 我が国の農林水産業は、所得の激減、従事者の減少・高齢化等、危機的な状況にあり、安全で安心な農林

水産物の安定供給のためにも、産業としての持続性を維持し、地域の活性化を図ることが急務となっている。 

また、農林水産業は、地域経済において基礎的かつ重要な役割を担っていることから、その活性化は地域

経済の活性化と雇用を支える産業として重要である。 

このような状況の中、社会保障・税一体改革において消費税の段階的な引上げが決定され、本年４月に消

費税率が５％から８％に引上げられたところである。 

さらに、平成27年10月には８％から10％に税率の再引上げが予定されており、消費税の段階的引上げに伴

う事務負担の増加や消費税引上げ前の駆け込み需要と引上げ後の反動での需要減少などにより、ただでさえ

厳しい農林漁業者等の経営状況は、一層厳しくなることが懸念され、廃業の増加や雇用の縮小によって、地

域経済の活性化、雇用の確保に大きな影響を与えるおそれがある。 

これらを踏まえて、消費税の税率引上げに伴う価格の上昇について消費者の納得感が得られるよう、農林

漁業者等が行う農林水産物等の品質の向上や高付加価値化、生産コストの低減等に資する設備の導入・更新

を支援するとともに、値札張り替えなどの事務負担の軽減、業務改善等に向けた設備やシステムの導入を支

援することにより、消費税を円滑かつ適正に転嫁しやすい環境を整備し、農林漁業者等の経営の安定化、活

性化を図ることが必要である。 

 

（参考） 

 

○社会保障の安定財源の確保を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の法律

案及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の

一部を改正する法律案の国会提出に伴う今後の対応について（平成24年３月30日閣議決定） 

 

 ・中小企業者のために必要な財政上、税制上その他の支援措置を検討する。 

 

 

○消費税の円滑かつ適正な転嫁・価格表示に関する対策の基本的な方針（中間整理の具体化）」（平成24年

10月26日消費税の円滑かつ適正な転嫁等に関する対策推進本部決定） 

 

 Ⅴ．税制上・予算上の措置等 

・その他、消費税率の引上げに伴う中小企業等への影響を勘案して事務負担軽減等の支援に万全を期すた

め、予算編成や税制改正等の過程において、必要な財政上、税制上その他の支援措置を具体化する。 

 



本要望に 

対応する 

縮減案 

 特になし 

合

理

性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森林の

保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向上と国民

経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

 食料の安定供給の確保 

 農業の持続的な発展 

 森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展 

 水産物の安定供給と水産業の健全な発展 

《政策分野》 

 国産農畜産物を軸とした食と農の結び付きの強化 

 意欲ある多様な農業者による農業経営の推進 

 林業の持続的かつ健全な発展 

 林産物の供給及び利用の確保 

 漁業経営の安定 

 

政策の 

達成目標 

平成27年10月に予定されている消費税の引上げに伴う事務負担の増加や消費税引上げ前の駆け込

み需要と引き上げ後の反動での需要減少などの状況が考えられる中で、消費税の税率引上げに伴う

価格の上昇について消費者の納得感が得られるよう、農林水産業者等が行う農林水産物等の品質の

向上や高付加価値化、生産コストの低減等に資する設備の導入・更新を支援するとともに、値札張

り替えなどの事務負担の軽減、業務改善等に向けた設備やシステムの導入を支援することにより、

消費税を円滑かつ適正に転嫁しやすい環境を整備し、消費税率引上げに伴う影響への対応を行う。 

 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 
２年間（平成27年４月１日から平成29年３月31日まで） 
 
 
 

同上の期間中

の達成目標 

 
政策の達成目標に同じ 
 
 
 

政策目標の 

達成状況 

 
 農林漁業者等において農林水産物の品質を向上させる設備が導入されるとともに、事務負担を軽
減させる器具・備品の導入などが進んでいる。 
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有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 
（単位：件、百万円） 

区分 
26年度 
（見込） 

27年度 
（見込） 

28年度 
（見込） 

適用件数 256 256 256 

減収見込額 85.1 66.6 66.6 

 
（農林水産省試算） 
 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本特例措置により、農林漁業者等が行う農林水産物等の品質の向上や高付加価値化、生産コ

ストの低減等に資する設備の導入・更新が促進されるとともに、値札張り替えなどの事務負担

の軽減、業務改善等に向けた設備やシステムの導入が図られ、消費税を円滑かつ適正に転嫁で

きる環境が整備されることで、農林漁業者等の経営の安定化・活性化が期待される。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 中小企業者等における設備投資の促進を目的とする税制としては、中小企業投資促進税制が

あるが、当該税制は、機械・装置の投資促進によって主として生産性の向上を目的としている。 

 これに対して、本税制措置は、農林漁業者等の経営の安定化・活性化を目的としており、対

象設備も、建物附属設備や器具・備品としていることから、制度の目的及び対象設備が異なる。 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 
－ 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 
－ 

要望の措置の 

妥当性 

 
本特例措置は、厳しい経営状況にある中で消費税率の引上げの影響を受けている農林漁業者等を

対象としており、必要最小限の特例措置となっている。 
また、設備投資に当たり、経営革新等支援機関等から経営改善に関する指導及び助言を受けるこ

とを本特例措置の要件としており、対象設備は建物附属設備と器具・備品に限定していることから、
政策目的の実現手段として有効なものとなっている。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 
（単位：件、百万円） 

区分 
25年度 
（実績） 

適用件数 256 

減収見込額 81.9 
 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

 
－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

本特例措置により、農林漁業者等が行う農林水産物等の品質の向上や高付加価値化、生産コスト

の低減等に資する設備の導入・更新が促進されるとともに、値札張り替えなどの事務負担の軽減、

業務改善等に向けた設備やシステムの導入が図られ、消費税を円滑かつ適正に転嫁できる環境が整

備されることで、農林漁業者等の経営の安定化・活性化が期待される。 

なお、平成25年度の実績では、農林漁業者等が電子計算機類の導入を行った結果、業務の効率化

が図られた例等があり、経営改善に資する投資が行われている。 

 

前回要望時の 

達成目標 

 
農林水産業や中小企業等を中心に価格転嫁が困難となることが懸念される実情を踏まえ、消費税

の税率引上げに伴う価格の上昇について消費者の納得感が得られるよう、農林水産業者等が行う農
林水産物等の品質の向上や高付加価値化、生産コストの低減等に資する設備の導入・更新を支援す
る。併せて、消費税率の引上げが２段階にわたって実施されることを踏まえ、値札張り替えなどの
事務負担の軽減に向けた設備やシステムの導入を支援することにより、消費税を円滑適正に転嫁し
やすい環境を整備するとともに消費税率引上げに伴う影響への対応を行う。 
 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 
 農林漁業者等において農林水産物の品質を向上させる設備が導入されるとともに、事務負担を軽
減させる器具・備品の導入などが進んでいる。 

これまでの要望経緯 

 
 平成25年度 創設 
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